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令和４年度 新品目・新技術・新作型等導入支援事業 実施要領 

 

ＪＡグループ高知 県域担い手サポート連絡協議会 

2021年 12月 

 

１．目的 

近年、異常気象や連作障害により野菜の作柄が不安定となるなか、異常気象や連

作障害に対処し安定的に供給できるような作柄安定技術の導入や新品目・新作型等

の導入が望まれている。また、水田を活用した新たな産地化の足掛かりを作るため、

今後拡大が見込まれる加工用野菜の試験栽培も求められている。 

こうした、将来的に産地にとって有望な品目の発見・選別や作型のモデルケース

づくり、新技術の導入を通じ、農業所得の増大、産地の育成・強化を図るための取

り組みに対し助成を行う。 

 

２．対象者 

（１）ＪＡの品目部会組織または農業経営を行っているＪＡ出資法人、ＪＡと共同で

研究に取り組む組合員で構成する組織（研究会含む）。 

（２）ＪＡの組織決定に基づく依頼により、新品目・新技術・新作型等に取り組む個

人・法人等。なお、ＪＡにおいて組織決定する際には、県・市町村等の関係機関

とも事前に協議を行うこと。 

 

３．対象期間 

2022.年４月１日～2023 年３月３１日 

 

４．助成要件 

（１）新品目・新技術・新作型等（加工用野菜含む）の導入に必要な経費を証明する

書類を整備していること。 

（２）（対象者が品目部会組織の場合）ＪＡにおいて新品目・新技術・新作型等の導

入に向けた計画が盛り込まれた主要品目部会取組シートの中に対象組織を位置づ

け、ＪＡ内部の部署間連携を図って支援を行っていること。 

（３）（対象者が品目部会組織以外の場合）ＪＡにおいて出向く担い手リストの中に対

象者を位置づけ、年間２回以上出向いて支援を行っていること。また、産地におけ

る新品目の導入（加工用野菜は除く）に向けた計画を策定していること。 

（４）前年度までに当事業により導入した新品目・新技術・新作型（平成 30 年度以前

も含む）は、技術的要因や気象条件等によって実証継続中であるものを除き、以下

のものを助成対象外とする。 

   ①新品目：同一地区への同一品目 

   ②新技術：同一地区かつ同一品目への同一技術 

   ③新作型：同一地区かつ同一品目への同一作型 
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なお、同一地区の判断は、ＪＡの支所・出張所・事業所（支所が無い場合は直近

の統廃合前の旧支所）・品目部会の支部で判断するものとする。 

 

５．助成内容（金額） 

新品目・新技術・新作型等の導入（加工用野菜含む）に必要な経費（ほ場借り上

げ、種苗・生産資材・農業機械の購入やリース料など）で、上記対象期間中に支出

した金額のうち、国・県等の補助金を控除した残額（自己負担分）の１／２を助成

する。ただし、助成金額は１組織あたり 50万円を上限とする実費。 

 

６．助成申請の手順 

（１）様式１の「事業実施計画・予算書」を対象者毎に作成し、ＪＡを通じて県域担

い手サポート連絡協議会に提出する。提出する際には、主要品目部会取組シート

または出向く担い手リストを添付すること。なお、提出期限は 2022 年６月末と

する（事業申請）。 

（２）県域担い手サポート連絡協議会は、提出書類に基づいて審査を行い、結果につ

いてＪＡを通じて通知する。 

（３）事業実施後に、様式２「事業実績報告書」を対象者毎に作成し、ＪＡを通じて

県域担い手サポート連絡協議会に提出する。提出する際には、試験栽培に必要な

経費を証明する書類を添付すること。なお、提出期限は 2022 年９月末（上期）

と 2023 年３月末（下期）の２回とする（助成申請）。 

 

７．助成金の交付時期 

助成金は、様式２「事業実績報告書」の提出期限終了後、１ヵ月を目安にＪＡを

通じて交付する。 

 

８．コンプライアンス 

（１）助成金の申請にあたり、詳細な内容を確認するため、別途、協議会から関係書

類の提出を求める場合がある。 

（２）助成金の申請にあたり、不正な内容が含まれていた場合、助成金の返還を求め

る場合がある。 

（３）助成金の申請にあたり、反社会的勢力（暴力団、暴力団関係企業、総会屋若し

くはこれらに準ずる者またはその構成員）からの申請は、一切受け付けない。 

（４）助成金の申請にあたり、申請者から提出された個人情報は、当該事業に関係す

る業務以外には使用しない。 

 

附則 

この要領は、2022 年４月１日から実施する。


